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はじめに
　本稿では，花王の販社戦略の展開の経営史的研究の一環として，京阪神・近畿地区の各花王
販社の設立過程と経営状況，および広域販社への統合過程を検証することにしたい。なお，こ
こで京阪神とそれ以外の近畿を分けるのは，当時の花王石鹸本社販売部の調査・統計上の分類
による。
　検証に際しては，まずこの地域の販社が，全国の販社のなかで，どのように位置づけられる
のかを確認する。あわせて，この時期の花王石鹸本社販売部による全国の販社に関する経営状
況の分析結果の概要を確認し，本稿で各販社の経営状況をみるうえでのひとつの指標とした
い。そのうえで，抵抗の大きかった京都をはじめ花王の西日本の営業拠点の置かれた大阪お
よび神戸という京阪神地区の販社の設立と整備・統合の過程を検討する。ついで，京阪神地区
以外の近畿地方，すなわち滋賀県，奈良県t和歌山県の各県の販社の設立過程と経営の概況に
ついて検討する。なお，三重県は，流通上の位置づけとしては愛知や岐阜と並んで「愛・三・
岐」と称され，花王販社の系譜としても中部花王へ統合されてゆくことになるが，花王販売部
の統計上，一般的な地域区分と同様にこの近畿地区に分類されており，本稿でもここで取り上
げることにする。
　他方，本稿で検討の対象とする1970年代は，花王石鹸本社のマネジメントの合理化・近代
化戦略との関連でみると，1970年の「物流近代化5ヶ年計画」や，1973年の「ロジスティック・
システム開発3ヶ年計画」および1975年設置のLIS（Logistic　Information　System）委員会の
活動によって，物流システムの合理化やOS（On　Line　Supply　System）の普及が推進された時
期でもあった1）。そこで，各販社の経営の検討に際しては，こうした動きのとの関連にも注意
することにたい。
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1．京阪神・近畿地域販社の全国的な位置
（1）人的規模とファミリーストア店数
　まず，全国の花王販社の活動のなかでの京阪神・近畿地域の位置づけを確認しておくことに
したい。根拠となる資料は，花王が1970年9月に作成した『販社体制整備3ヶ年計画』2）と
1971年3月に作成した『販社体制整備5ヶ年計画』3）に収録されたデータであり，1969年か
ら1970年にかけての実績を示したものである。この時期の花王販社は，1969年7月の128社
をピークに4），1970年8月には117社5），1971年3月には111社へ6）と集約を始めた時期である。
　表一1は，この時期の全国各地域の販社の従業員数，配送車（傭車），ファミリーストア店
（花王製品販売小売店）数，販路別売上構成，平均月商（売上高），対象（当該地域）人口，
1人当り花王製品消費高，対全国売上高構成比などを示したものである。
　まず人的規模をみると，京阪神地域261名と三重・滋賀・奈良・和歌山の各県の近畿地区合
計の84名の経営者と従業員の合計は345名となり，関東地方の合計316を上回っている。全国
の販社人員のなかでみると，約21．3％に相当することになる。経営責任者は，京阪神17名，近
畿6名の合計23名であり，関東地方と同数であるが，京阪神・近畿地区のセールスの人員の
合計は176名となり，関東地方の143名を上回っていることがわかる。この176名というセー
ルスの人員は，全国738名の約23．8％を占めることになる。
　販社と再販契約を結んで取引のある小売店すなわちファミリーストア店数をみると，京阪神
地区と近畿地区の合計店数が14，777となり，関東地方の12，000を上回っていることがわかる。
全国のファミリーストア店数が59，708であるから，京阪神・近畿地区でその約24．7％すなわち
4分の1近くを占めていたことがわかる。
（2）売上規模と直販比率
①花王石鹸販売部の販社分析
　ところで，花王石鹸が，1968年に販社経路のみを流通経路とするシリーズ製品を発売した
直後の花王製品の流通経路の全体像は，図一1の通りである。流通経路と取引関係は，同図に
示されるように16通り存在するが，これらのうち販社の売上高となるのは，③④，⑤⑥
と⑩⑯の経路と取引関係によるものである。さらにこのうち⑩と⑯が販社から小売店への
直接販売いわゆる直販とされ，その販社全売上高に占める比率を直販比率という。
　この時期の花王石鹸販売部の調査によると，表一2に示されるように，売上規模を基準とし
てみると，売上規模が大きくなるにつれて，直販比率が低くなる傾向があり，この点は花王石
鹸販売部としては「今後の改善を最も急がねばならぬ点である」としている7）。
　収益面では，売上規模が大きくなるにつれて売上総利益率いわゆる粗利は低下する傾向にあ
るが，営業損益や営業外損益を加減しかつ税額を差し引いた最終的な利潤の売上高に占める比
表一1　全国各地域別の販社従業員数・ファミリー店数・売上構成（1970年8月）・売上高関係データ（1969年）
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（注1）東部地区全体の販路別売上構成は判明していないが，東京では直販57．5％，代行42．5％であり，神奈川地区では直販53％，代行42．4％，その他
　　　4．6％，栃木・群馬・茨城の合計値で直販64．8％，代行35．2％となっている。
（注2）東海・北陸地域全体の販路別売上構成も判明していないが，北陸地域では直販46％，代行49．1％，その他49％であり，東海地域では直販
　　　34．1％，代行54．7％，その他11．2％となっている。’
（出典）花王石鹸株式会社販売課『販社体制整備3ヶ年計画』（1970年9月），同『販社体制整備5ヶ年計画』（1971年3月）。
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図一1　花王製品の流通経路概略（1968年7月）
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（注）　波線の太線は従来品の流れを，実線の太線はシリーズ商品の流れをそれぞれ示している。
（出典）花王石鹸（株）マーケティング部『新しい販売制度の手引』（1968年6月1日）3～4頁所収
　　「新しい販売制度の要点」の概説表より作成。
率，すなわち売上純利益率をみると，売上4，000万円以上の販社を別とすれば，むしろ増加す
る傾向が明確に読みとれる8）。コスト面をみると，売上高に対する販売費・一般管理費の比率
と人件費比率は，売上規模が大きくなるにつれて低下する傾向がみられた9）。なお，今後本
稿では月額売上高2，000万円未満を小規模販社，2，000万円以上4，000万円未満を中規模販社，
4，000万円以上を大規模販社と呼ぶことにしたい。
　他方，直販比率を基準としてみると，前述の売上規模の増加にともなう直販比率の低下と同
様に，表一2から，直販比率の増大にともない売上規模が低下する傾向が読みとれる。ただし，
従業員1人当りの直販小売店の月商でみると，当然のことといえようが，直販比率が高くなる
につれて大きくなっている。
　収益面をみると，同表に示されるように，直販比率が高くなるにつれて，売上総利益率が高
くなる傾向があり，売上純利益率もなだらかではないせにせよ，同様の傾向が読みとれる10）。
コスト面では，直販比率が高くなるにつれて，売上高に対する販売費・一般管理費の比率がや
や高くなる傾向がみられll），また売上高に対する人件費比率は明らかに高くなる傾向にあるこ
とがわかる。これも，直販増大にともなう店頭管理や事務管理の増大ということを考えると，
当然のことといえよう。
　他方，地域別にみると，表一2に示されるように，都市部の販社の方が地方の販社よりも平
均月商や直販比率および従業員規模が大きいことがわかる。また都市部の販社の方が地方の販
社よりも売上高に対する販売費・一般管理費や人件費の比率が小さいにもかかわらず，売上総
利益率や売上純利益率が低いことがわかる。
表一2　全国花王販社105社の売上高別・直販比率別・地域別経営概況（1969年4月～1970年3月）
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（注1）都市とは，当時の花王石鹸（株）販売部による他の分析資料などから勘案して6大都市（東京・大阪・京都・名古屋・神戸・横浜）と推定される。
（注2）人件費には，従業員賞与と役員報酬を含む。
（注3）売上規模別4，000万円以上の売上総利益率7．3％と売上純利益率のo．3％，および直販比率別60～80％の売上総利益率8．1％と売上純利益率のo．2％に
　　　ついては，大阪北部販社の異常値によると付記されている。
（注4）直販（対小売店売上）比率別60％～80％の欄の対小売店売上比率（直販比率）が，60％～80％の範囲外の39．1％となっている理由は不明である。
（出典）花王石鹸（株）販売部販社推進課『全国販社経営分析レポート」（1970年7月30日）。
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　全体の分析を通じて，花王石鹸販売部では，販社としての最低月商は2，000万円以上が最低
ラインであるとし，直販比率は全国平均で54％であるが早急に60％以上にする必要があると
している12）。
②京阪神・近畿地域の直販比率と売上高
　そうした花王石鹸販売部による分析をふまえて，京阪神・近畿地区の直販比率をみると，表
一1に示されるように，京阪神地域で74．3％，京阪神以外の近畿地域で70．2％であり，他の地
域と比べて圧倒的に高く，表一2でみた都市部の平均的な直販比率の56％よりも高かったこ
とがわかる。言うまでもないことだが，前述の花王石鹸本社販売部の最低基準値を大きく上
回っていたことになる。
　また，平均月商をみると，表一1と表一3に示されるように京阪神の平均月商の合計額は約
5億2，893万円で関東地域に次ぐ地位にあった。この額から，図一1で示した②⑦，⑧，⑨，⑬
⑮の販社以外の経路，すなわち表一3の京阪神地域「その他」の平均月商合計額3，828万9，000
円を差し引いた額の4億9，063万7，000円を京阪神の販社数9で除すると5，451万5ρ00円となる。
表一2でみた都市部の平均月商は約3，526万円であるから，京阪神の9つの販社の平均月商は，
それを大きく上回っていたことが確認される。
　一方，京阪神以外の近畿地区の平均月商の合計額は約1億1，315万円であり，四国，甲信越
に続く低さであった。京阪神と同様に近畿地区の7販社の平均月商を算出すると約1，519万円
となり，表一2でみた地方販社の平均月商よりも低いことがわかる。花王石鹸本社販売部がこ
の両地域を分けて分析するのも，こうした市場の大きさの違いによるものであろう。ちなみに
京阪神・近畿地域の合計月商額は6億4，207万円であり，関東地方の8億7219万円に及ばず，
したがって対全国売上高に対する比率も関東地方より低い。それでも，京阪神・近畿の合計で
22％近くの全国シェアを占めていた。
　また，1人り当花王製品月額消費高（推計値）でみると，表一1に示されるように，京阪神
地区が37円55銭と圧倒的に高い。しかし，先の平均月商と同様に，京阪神以外の近畿地区では
26円93銭と全国平均に及ばず，やはり両地域の市場の差が認められる。これについては，全国
平均で28円54銭，最低が12円70銭（栃木花王）であり，最高がこの京阪神地域の46円53銭（大
阪北部）であった13）というから，全国的には3倍以上の差があったことになる。
　このように本稿で対象とする京阪神・近畿は，マンパワーとファミリーストア店数および売
上高で全国のほほ4分の1から5分の1を占める地域であった。とくに京阪神・近畿地区は全
国のなかでも直販比率の高い地域であったことが注目されよう。ただし京阪神と近畿の両地区
では，平均月商や1人当り花王製品月額では開きがあり，双方の市場に差異があったことがわ
かる。
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表一3　京阪神・近畿地方の販社別従業員数・ファミリー店数・売上構成（1970年8月）
　　　　　　　　　　　　　　・売上高関係データ（1969年）
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販社名
経営
ﾓ任ﾒ
セー
泣X
配送
@・
q庫
事務 計 傭車
ファミ
梶[スト
A店数 直販 代行
その他
平均
誌､
i千円）
対象
l口
i千人）
1人当り
ﾔ王製品
至z消費
ai円）
対全国
э纃m
¥成比
@（％）
1970年8月 1969年下期
大阪北部花王
蜊纉?秤ﾔ王
ﾛ津花王
ｻの他
???36
R8
??
???・25
Q3
@1
69
W1
??
14
P1
??
1900
Q，775
V29
@一
75
V4
P00
23
Q5
??
???156，305
P4a241
@a446
R1β05
3β59
R，372
Q08
V46
46．53
S248
Sα61
S196
533
S．88
ｿ29
PD7
大阪小計 11 79 17 49 156 25 540475．2 233 L53392977，685 44．151L57
京都花王
k近畿花王
ｻの他
??16
??
12
??
??39
??
??L347
Q45
@一
78
U5
22
R5
??62，038
ｿ131
Sβ36
1β13
S14
P32
34．22
P4．81
R285
2．11
ｿ21
O．15
京都小計 3 20 12 11 46 0 1，592π1 229 α0 72，5052β59 3α74 247
神戸花王
辮_花王
P路花王
A丹花王
ｻの他
???16?????? ?30??????1，120P46
W86
Q65
@一
67
T5
W5
V0
29
S5
P5
R0
??｝69，423
P2351
Q8，327
S，375
Q，648
1922
R12
P430
Q76
P03
36．12
R9．59
Pα81
P5．85
Q571
237
ｿ42
ｿ97
O．15
ｿ09
兵庫小計 3 30 7 19 59 7 a4177α2 27．4 2411Z1244043 2897400
京阪神計 17 129 36 79 261 32 9413743242 L55289261408737．5518．04
北勢花王
O重第一花王
?O重花王
?????????558
P，100
T52
65
V5
W0
35
Q5
Q0
??1α991
V996
P9234
368
Q90
W41
2獄87
Q7．57
Q2．87
α38
ｿ27
ｿ66
三重小計 3 19 011 33 0 221072．8 272 0 3＆2211499 25．50 1．31
滋賀花王 1 5 0 2 8 0 571 80 15 51α582 679 1558α36
奈良花王 1 13 0 519 0 1β64 90 10 024，323 909 2676α83
和歌山花王
I北花王
ｻの他
?｝??????20
??
??812
P07
54
Q4
34
S0
12
R6
26ρ88
y127
曹W04
602
Q14
Q99
43．34
R330
Q276
α89
ｿ24
ｿ23
和歌山小計 1 10 7 6 24 0 9195α0 348 15．2 4α0191，115 3589L36
近畿地区計 6 47 7 24 84 0 536470．2 245 5．3 11a1454202 2693386
京阪神・近畿
n域合計
23 176 43 103345 3214777一 一 一 6420711828935．112189
（注1）1人当花王製品月額消費高は下記出典では「1969年下期の月額平均総売上高を販社別対象人口で除した
　　　ものである」としながらも，表示されている数値がそのようになっていないことが多いので修正した数値
　　　をここに表示した。
（出典）花王石鹸株式会社販売課『販社体制整備3ヶ年計画』（1970年9月），同『販社体制整備5’ヶ年計画」
　　　（1971年3月）。
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　こうした特徴が，設立や合併の過程の事情とどのように関わるのか注意しながら，以下の検
討を進めることにしたい。
2．京都地区の販社の設立過程と経営
　京都地区では，図一2の系譜図に示されるように，京都花王販売と北近畿花王販売の2社が
設立された。ここでは，抵抗の強かった京都花王の設立をめぐるさまざまな動きや同社の初期
の販売活動とその実績をみゼみよう。次に北近畿花王の設立過程についてみてみよう。
（1）京都花王販売の設立と経営
①京都花王の設立
　花王石鹸では，1967（昭和42）年12月頃，京都の卸店の大手4社14）に販社設立の協力を求め，
数回の協議を重ねていちおうの同意を得た15）。さらに翌1968年1月には，京都の残りの代理
店5社16）のほか特約店など，代理店を含む全卸店22社に協力を要請した。販社設立に際して
は，花王が10％を出資し，残る90％は販売実績に応じて全卸店22社が出資することとされた。
また，取引関係のある小売店を提供することとされたが，月の仕入額5，000円以下の小売店は
従来の卸店に代行販売することとされた。この点は，後述する反対運動の争点となる。
　結局，1968年3月10日，京都花王販社の設立総会が開かれ17），代理店9社と特約店16社の
協業によって京都花王販社が営業を開始した。設立時の資本金は1，500万円であったとされて
いる18）。設立総会では，卸の代行販売を5，000円以下の小売店とすることをあらためて発表す
ると同時に，デパートへの卸は従来通り，西川商事で3社，鈴木商店で1社を担当することが
言明されたのである19）。
②花王製品京都販売権擁護連盟による抵抗
　京都花王の設立に際して，月仕入額5，000円以下の小売店のみを従来の卸の代行販売とされ
たことは，一部の卸店にとっては既得権を大きく奪われるという憤りに駆られることとなった。
こうした抵抗勢力は，中堅クラスの卸店と薬局系統の特約店が中心となったようである20）。
　花王商品を扱う京都の小売店3，800軒のうち，月仕入額5，000円以下の店は2，000軒あったが，
それら2，000軒の占める売上額は，わずか8％にすぎなかった。抵抗勢力の卸店側としては，
これでは大きく「販売権」と「生活権」が奪われるので，全売上の20％すなわち2，700軒の小
売店が販売対象となる月仕入額10ρ00円の小売店を対象とするように要請したが，花王側に拒
否された。
　また，設立総会直後の3月18日付けの業界紙で，伊藤英三花王石鹸社長による「『月商5千
円以上の小売店を販社吸収』という提案はかなりのショックであったようだ」が「あくまで販
社設立をすすめるのみである」との強硬な姿勢が報じられた2D。さらに翌日の3月19日には，
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図一2　近畿花王販売（株）の系譜図（京都・大阪・神戸・滋賀・奈良・和歌山）
①　京花商事
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　参考資料：r花王販社ヒストリーjほか。
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京都販社側が主要代理店以外のB級店（特約店，2次卸店）に出向いて，京都市内の月仕入
5，000円以下の小売店に対する代行販売の中止を通告した。すなわち，特約店経路のほとんど
を新設の京都販社へ移行させるという方針の表明であったといえよう。これによって，薬局を
中心とする関係特約店では，取引先小売店の応援も求めて，同年3月26日に京都商組幹部と
合同集会を開き22），花王製品京都販売権擁護連盟の名で「理不尽なこうした花王の方針に対決
する為，流通業者の権利と義務に於いて我々の営業権を奪回する為京都花王製品販売株式会社
の設立を全然否定し，小売業者と結束して徹底的に抵抗し，新花王販社を抹殺滅消する迄斗か
うことを」決議したのである23）。
　こうした花王販社への反対運動は，他の地域にも波及した。しかし，花王側では，初期販社
の実績24）や，後述するような他の卸店での花王製品単独扱いによる高い実績を基礎に，大阪
営業所の担当者による懸命な説得が続けられた25）。また京都花王の社長はじめ社員が解決に努
力し，会社設立2ヶ月後には，月商1万円以下の小売店は代行店に販売してもらうということ
にした。すなわち先の反対側の要請を受け入れることとしたことになる26）。こうした努力に
よって，ようやく反対運動が収束するにいたった。
③京都花王設立時の好条件と販売推進活動
　ここで，京都花王についての経営状況と実績についてみてみよう。京都花王は，上述のよう
に，従来から地域内の代理店のほぼ全員が参加して設立されたため，地域内の花王製品の従来
からの販路をおおむね掌握でき，かつ参加母体の代行店との連絡も取りやすかったと推定され
る。また，地域代理店のほとんどが設立に参加したことは，表一3に示される京都花王の直販
比率78％という高さに大いに寄与することになった。
　その一方で，経営の舵取りにあたった販社社長は，代理店の出身であるが従来からあまり外
に出なかったタイプであり，表一4に示した5名の役員のうち，自分以外の4名の役員と一面
識もなかった27）ので，過去の関係に拘束されることがなかった。また表一4に示した34名の
表一4　京都花王の役員数・人員配置別人数・傭車台数
常勤役員 5
従業員配置別人数
? ?
計
セールス
ﾌ売促進員
末ｱ経理係
q庫係
z送係
12?? ???12??
24 10 34
傭車（台） 1
（出典）花王石鹸株式会社，「花王販社だより
　　　創刊号（1969年1月）16頁。
ひろば』
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表一5　京都花王販売先数
販売先 店数
一般小売店
Xーパーマーケット
纃s店
1230
@14
@25
（出典）表一4に同じ。
従業員も新聞募集による新規採用者であった。それゆえ，販社社長は，業界20年の経験を基
礎に，社員教育とチームワーク作りのため，強い統率力を発揮することとなったOS）。
　地理的にも，京都市内およびその周辺という人口密集地で購買力が高い地域であり，また，
スーパーなどの大口販売店の納入価格に大きな値崩れがなかったという好条件にも恵まれてい
た29）。販売先の数は，表一5に示すように，1230店の一般小売店とスーパー14店，代行店25
店である。発足当初に代理店から継承した小売店は，上述の反対運動時にあげられた京都の花
王製品扱い小売店3，800店より600店ほど少ない3200店とされていたから，月商1万円以下の
小売店を代行店に引き継いだ際に，2，000店近くを代行店経由としたと推計されよう。ただし，
売上高構成からみると，表一6に示されるように，代行店への引き継ぎ後も，やはり一般小売
店が65％と大きなウェイトを占めていた。営業部長も含めたセールス12名の分担は，そうした
売上構成に応じて，月商5万円以上の大口小売店担当2名，地区別一般小売店担当7名と小売
店関係が最多であり，この他にスーパー担当2名，代行店担当1名（営業部長）であった30）。
表一6　京都花王販売先別売上構成費
販売先 売上構成比率（％）
一般小売店
Xーパーマーケット
纃s店
65
P5
Q0
（出典）表一4に同じ。
　発足当初からしばらくは，セールスと配達を兼務させたワンマン制であったが，会社設立
2ヶ月後の1968年5月からは，セールスと配送を分離して，1人のセールスに1人の配送を
つけることにした。そして，セールスがセールスカーで注文を取ると，すぐに担当の配送係が
配達する仕組みとした。これによって，前日から当日午前10時までの受注は，当日中に酉己荷し，
とくに注文先が急ぐ場合はできるだけ即日配達することにした。
　日々の販売促進活動としては，小売店頭への全花王製品の陳列や重点商品を決めて置き回り
を行った。また花王石鹸側（大阪支店販売部）のキャンペーンとは別に，京都花王独自で種々
のキャンペーンを立案し，花王側と相談のうえ京都花王の自費でのセールス・プロモーション
も実施した。
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　セールス12名の他の男女各1名の販売促進係を置いたが，男子の係員は主にスーパーの陳
列方法やPOP広告などの店頭管理を，女子の係員は売場でのデモンストレーションをそれぞ
れ担当させた。また，月次販売目標や新製品販売目標を達成した際の報償金制度も採り入れた
という。
④京都花王の実績
　そうした設立時の客体的条件の良さと，トップのリーダーシップによって高められた従業員
の能力という主体的面があいまって，京都花王は，設立後まもなく大きな実績を上げることと
なった。経営の詳細な実績を知る史料を入手できていないが，花王が販社向けに配布した広報
誌のデータによると，表一7に示されるように，発足9ヶ月後の店出月商すなわち代行店経
由や特約店（B級店，2次卸店）経由などを除いた，販社倉庫からの直接配荷による月額販売
実績と推定される値は，従業員の実働1人当たりで160万円となっており，これは，花王石鹸
の調査による業界問屋平均の2倍以上の高い生産性ということになる。ちなみにセールス1人
当たりの小売店月商は440万円ということであり，これも高い数値であるという3D。
表一7　京都花王の経営実績と業界総合問屋平均
京都花王 業界総合問屋平均@　（花王調査）
総資本利益率（％） 10．7 4．5
総資本回転率（回） 94 3．2
売上純利益率（税引前）（％） 24 14
売上対販売費・一般管理費比率（％） 6．7 72
売上対人件費比率（％） 3．7 4．0
従業員1人当り店出月商（千円） 1，600 794
売掛金残日数（日） 14D 33．0
商品回転日数（日） 4D 250
（出典）『花王販社だより　ひろば』創刊号（花王石鹸株式会社，1969年1月）17頁。
　代金回収の面では，「販社の出発当初は問屋の中傷がひどくやりにくかった。とくに従来の
月1回の回収を現金回収にもっていく仕事は相当苦戦した。小売店さんとけんか腰の交渉でど
うにか成果があがってきた」32）という。そうした努力が実って，即金回収が2割ほどになり，
一般小売店と代行店は月3回締めの10日以内現金回収，5万円以上の大口小売店が月2回締
め，スーパーでは月1回締めの現金回収を行うようになったというss）。これによって，表一7
に示されるように，売掛金残金は14日程度となり，業界平均の半分以下にまで向上するにい
たった。
　また商品（在庫）回転数も，表一7に示されるように，4日という早さで，業界平均の6分
の1以下となっている。コスト面をみても，同表に示されるように，売上高に対する販売費・
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一般管理費や人件費の比率は，業界平均よりも低い。また総資本の生産性ともいうべき総資本
利益率と総資本回転率をみても，業界平均よりも高い実績となっていることがわかる。ただし，
やはり発足後3ヶ月は赤字で，それ以降の半年で780万円の純利益を上げることになったとい
うM）のであるから，従業員教育の効果と連動していると思われる。
　このように順調なスタートを切った京都花王は，設立7ヶ月後の1968年10月から翌年1月
までの平均月商の全国販社ランキングで，表一8に示すように第5位に位置づけられたのであ
る。これより少し後の1969年下期の実績でみると，表一3に示されるように，平均月商が約
6204万円でその全国シェアは2．1％となっている。前述の平均月商別区分でいうと，大型販社
といえよう。その翌年の1970年8月のデータをみると，同表に示されるように，人員数はや
や増えて39名となり，ファミリーストア店数はL347店であった。また，直販比率は78％と
きわめて高い。これは，前述のように，京都の花王製品代理店がほぼ全て参加したという設立
の経緯によるところが大きいであろう。1973年初頭には，直販比率は81％までに高まったと
されている35）。
表一8　花王販社売上高上位20社（1968年10月～1969年1月：平均月商）
順位 販社名 所在地
1大阪花王製品北部販売（株） 大阪市東区
2大阪花王製品南部販売（株） 大阪市天王寺区
3中京花王製品販売（株） 名古屋市
4神戸花王製品販売（株） 神戸市
5京都花王製品販売（株） 京都市
6大王販売（株） 大阪市豊中市
7東京第一花王製品販売（株） 東京都中央区
8札幌花王製品販売（株） 札幌市
9熊本花王製品販売（株） 熊本市
10岡山花王製品販売（株） 岡山市
11多喜屋花王商事（株） 東京都新宿区
12中部静岡花王製品販売（株） 静岡市
13花王製品長崎販売（株） 長崎市
14麻友花王製品販売（株） 川越市
15花王製品福岡販売（株） 福岡市
16西部静岡花王製品販売（株） 浜松市
17姫路花王製品販売（株） 姫路市
18東神花王製品販売（株） 横浜市
19野村カオー製品販売（株） 東京都渋谷区
20佐世保花王製品販売（株） 佐世保市
（注）　売上高は総扱高で，小売店への売上の他に，代行店や
　　　特約店への売上も含まれている。
（出典）花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．3
　　　（1969年4月）7頁。
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　ただし，競争企業による販社母体代理店，すなわち花王からみると代行店への流通戦略にも
注意しなければならなかった。別稿でみたようにse），1968年5月からライオン油脂では「三
強政策」を発表し，代理店へのライオン油脂製品部の設置などの流通戦略を展開した。その主
な対象は，京都販社の母体のひとつであった西川商事（大津市柳町）であり，同社を中心に京
都府下全域と滋賀県まで販路を拡大するとみられた37）。
　また京都は，第一工業製薬の地元であり，同社と旭電化工業，ミッワ石鹸が設立主体となっ
て1969年10月に設立された日本サンホーム38＞の強い地域であった。その製品を扱っていたの
も，京都販社の母体となった西川商事や日華商事（京都市中京区大宮通リ錦町上ル）のほか，
森本商店（京都府綴喜郡八幡町）などであった。これらのなかでも，とくに西川商事は，京都
花王の母体ではあったが，他社製品の有力販路でもあったことから，京都花王の有力な競争相
手として注目されたのである。
　なお，1971年には創業社長と他の役員との軋礫が生じ，不信任によって別の社長に継承さ
れることとなった。
　1971年2月にはコンピュータを導入してOS化し，翌1975年5月には，伏見区横大路千両
松町の新社屋に移転し，自動倉庫も併設したso）。さらに，1985年11月には，京都小売薬業協
同組合が創設した医薬品流通VAV（付加価値通信網）の「DAWNシステム」に加盟した。
京都花王は，同システム加盟店に対する花王製品の納入卸業者として加盟して，加盟店向けの
購買促進対策や店頭改善に助力した。これによって，花王と直接の取引を望む薬局・薬店が増
加することにもなったという40）。京都花王では，こうした薬業関係との関係継続や新しい代行
店の選定などを継続した41）が，これも設立時の反対運動の経験と無縁ではないであろう。
（2）北近畿花王販売の設立
　京都府では，京都花王設立の4ヶ月後の1968年7月，福知山市の芹田鉦太郎商店（同市西
長町），植野憲二商店（同市駅前通）および京都府北部（丹後）と兵庫県中央部（丹波）の卸
店計8社の協業によって，福知山市内に北近畿花王販売が設立された42）。同社の規模と実績を
みると。表一3に示されるように，1970年8月の人員数は7名と小規模であった。ファミリー
ストア店数は245店と京都花王と比べてかなり少ないが，直販比率は65％と高めである。これ
も，卸店8社の販路を確保したことによると推察される。1969年下期の販売実績をみると，
平均月商は613万円程度で京都花王の10分の1以下の実績であった。
　ところで，設立当初の資本金は400万円であったが，1975年6月には倍額増資した。この増
資時に，黒岡商店（所在地不明）と販社員のうち2名が資本参加した。その後，1979年12月
には200万円を増資して，1，000万円の資本となった。’ちなみに，1985年6月時点の主な出資
者と出資比率は，芹田商店18．3％，花王石鹸16．2％，植野商店13．7％，松野均（松野商店：舞
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鶴市字平野屋通リ）7．7％，稲葉昌一（稲葉商店：宮津市魚屋）6．3％，大槻謙二（大槻商店：
所在地不明）60％となっており，花王石鹸本社の出資が第2位であった。
　なお，北近畿花王では，1974年5月と1979年11月に新しい社屋へと移転しており，その間
の1977年3月にはコンピュータも導入している。
　京都花王と北近畿花王の両社は，花王石鹸販売部が1971年3月に策定した『販社体制整備
5ヶ年計画』では1975年9月に京都の1つの販社として統合される予定であった43）が，図一
2に示されるように，これは実現せず，1987年5月の近畿花王設立まで，それぞれ独立を保っ
た。
3．大阪地区の販社設立と2販社への統合
　大阪では，図一2に示されるように。4つの販社の統合による大阪花王製品南部販売と，3
つの販社の統合による大阪花王製品北部販売が，いずれも1968年11月に設立される。ここで，
それぞれの母体販社の設立の動きから2社への統合過程と，その2社の合併の過程についてみ
ておくことにしよう。
（1）大阪花王南北2販社体制への過程
①脇花商事・共栄花王・日進花王・大阪東花王の設立
　まず大阪花王製品南部販売の母体となったのは，脇花商事・共栄花王・日進花王・大阪東花
王の4社である。
　脇花商事は，1966年12月に，西脇商店（岸和田市並松町）の脇田茂が中心となって，資本
金200万円をもって岸和田市に設立された44）。次に，共栄花王は，中西商店（大阪市東成区東
小橋北ノ町2丁目）の中西清が中心となって，1967年4月に資本金300万円をもって東成区に
設立された。また，第3の母体である日進花王は，中野大勝堂（大阪市西成区姫松通2丁目）
の中野正喜男が中心となって，1967年11月に資本金350万円をもって西成区に設立された。
第4の母体である大阪東花王は，大福商事（大阪市東区南久宝寺町2丁目）の辻中治三郎に
よって，1968年2月に資本金1，000万円をもって城東区に設立された。これらの販社設立の母
体代理店のうち中西商店は，後に花王石鹸大阪営業所に勤務することになる下川寛治が，経営
の責任者となっていた代理店であった45）。
②三和商事・三井花王・ナニワ花王・大王花王の設立
　次に大阪花王製品北部販売の母体となったのは三和商事・三井花王・ナニワ花王の3社であ
り，3社統合後ほどなく大王花王が加わった。
　三和商事は，1967年5月に丸仁商事（大阪市北区中崎町）の西尾銀三郎，西尾最智らと中
尾商店（大阪市東淀川区東塚本町3丁目）の中尾昌照の出資よって，資本金1，100万円をもっ
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て設立された46）。出資主体のひとつであった中尾商店ほ，花王石鹸の大阪営業所が主導して従
来の中尾商店をいったん整理して，花王石鹸大阪営業所の下川寛治らが中心となってナカオ株
式会社として再建し，販売額の7～8割を占めた花王製品の販売でも経営が成り立つ実績を示
した代理店であったという47）。その後，丸仁と中尾の他に中井貞商店48）が加わり，1968年3
月には特約店20店と協業することになり，大阪の北区と尼崎地区に地盤を置いて，主に薬局
やボランタリー・チェーンに花王製品を卸した49）。
　三井花王は，1967年10月に，三共商事（大阪市南区松屋町）の宗田武夫や三井商事（豊中
市山之上町）50）の酒井正夫らによって，資本金750万円で設立された。第3の主体であるナニ
ワ花王は，三井花王設立2ヶ月後の1967年12月に，白玄堂（大阪市南区松屋町）51）の森岡俊
次らの出資で，資本金300万円をもって設立された。これら母体販社3社の合併後によって成
立した大阪花王製品北部販売に加わる大王花王は，三井花王と同じ1967年10月に，曙産業（大
阪市東区南久宝寺町2丁目）の河野義男と砂村商店（豊中市玉井町）52）の砂村能弘らによって，
資本金1，135万円をもって豊中市に設立された。
③大阪共同販売事務所
　大阪地区では，上述の母体販社による8販社体制となった時期の1968年6月24日，大阪営
業所販売部内に花王共同販売事務所（通称：花王共販）を設けて，営業所を始めた53）。これは，
大阪府の地域販社活動を推進するとともに，運営の効率化をはかるためであった。
　この花王共販では，花王石鹸側19人と各販社からの実習生9名で，大阪営業所京阪地区課
員による販売促進および再販事務の支援を得ながら，特設の直通電話で小売店からの注文を処
理し，午前8時から大阪営業所の2階と3階の倉庫から約1ρ00店への配荷を行った。また，
週1回は，小売店を回訪して集金業務も行うという販社業務の代行も行った。さらに，毎日3
～4人ずつ交替で請求・統計・棚卸のチェックなどの事務作業も行ったという。
④大阪花王製品南部販売
　大阪花王製品南部販売への統合過程の詳細は明らかではないが，上述のように，1968年11
月に脇花商事・共栄花王・日進花王・大阪東花王の4社の合併によって設立されたM）。発足時
の大阪花王南販売の資本金は1，950万円で，社長には共栄花王の中西清が就いた。営業所は，
当初，城東区，東成区，阪南（西成区），岸和田市の4カ所に置かれたが，1971年に八尾ディ
ストリビューション・センター（DC）が完成すると同時に，岸和田を残して他の3つの営業
所を閉鎖した。その後，1973年6月には，花王石鹸の曽我健一（取締役：販売部長）が同社
の社長に就いた。また資本面では，増資を繰り返して，1984年4月の解散時には3，735万円の
資本となっており，その時点での花王石鹸の出資比率は33．7％になっていた。
　大阪花王製品南部販売の規模と実績をみると，表一3に示されるように，1970年8月時点で，
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人員数は81名と全国の販社のなかでも最大規模であった。ファミリーストア店数も2，775店と
多数であり，直販比率も74％と高かったことがわかる。表一8に示されるように，設立直後
にすでに全国第2位の販売実績となっていたが，その翌年の平均月商をみても，表一3に示さ
れるように約1億4，324万円と大きく，したがってその対全国シェアも約4．9％にもなっていた。
前述の平均月商区分では，言うまでもなく大規模販社であり，いわば超大型販社といって良い
であろう。
　その後，1975年に開設した泉州営業所（泉大津）に翌年の1976年に三菱電機のコンピュー
タのメルコムを導入してOS化を実現し，翌1977年には八尾DCににもメルコムを導入して
いる。
⑤大阪花王製品北部販売
　一方，大阪花王製品北販売も1968年11月に，三和商事，三井花王およびナニワ花王の3社
合併によって設立された。その背景には，3社のそれぞれの所有と経営に，3社の主たる設立
母体の代理店傘下の特約店（B級店，2次卸店）が参加したことによって，販路が非常に広範
にわたり，販売・配送面での非能率が目立つとともに，販社従業員の労働が加重となってきた
という事情があった。この問題を解消するため，合併によって販売区域制を導入することをね
らって大阪花王製品北部販売が設立されたのである55）。
　ナニワ花王の森岡俊次を会長，三和商事の西尾最智を副会長，三井花王の宗田武夫を社長と
し，他代表取締役3名，取締役9名という経営陣でスタートし，発足当初の資本金は2，150万
円とされた56）。販売区域制導入のため，北営業所（吹田市），東営業所（城東区）および南営
業所（東区）の3つの営業所を置いたが57），1969年8月に大王花王が合併した。
　大阪花王製品北部販売の規模と実績をみると，表一3に示されるように，1970年8月時点で，
人員数は69名と大阪花王製品南部販売に次ぐ規模であった。ファミリーストア店数は1，900店
と大阪花王製品南部販売よりも少ないが，直販比率は75％と南部販売よりも高かった。表一
8に示されるように，大王花王が合併する前の時点で，すでに大阪花王製品北部販売は全国の
販社のトップの販売実績を誇っていたが，大王花王合併直後の1969年下期の実績をみても，
表一3に示されるように，平均月商は約1億5，631万円であり，対全国比は5．33％と有数の比
率であった。大阪花王製品南部販売と同じように，超大型販社といってよいであろう。
　また1人当り花王製品月額消費高も，同表に示されるように46円53銭であり，全国最多額
であった。このように，大阪花王製品北部販売は，全国の販社のなかでも最有力の販社であっ
たのである。
　その後，大阪花王製品北部販売では，1973年の江坂DC開設とともに既設各営業所を閉鎖
　　　　　　　　　　　　　　　　　　かたのして一本化をはかったss）。1983年には，交野営業所を新たに開設し，淀川以東の物流と商流
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の強化をはかった。この間の1972年には，花王石鹸の目方作次郎（販売部次長）が大阪花王
製品北部販売の専務となり，3年後には同社社長となった。同社も，1984年5月の解散時の
資本金は3，750万円になっていたが，花王石鹸の持株比率は6．7％であり，大阪花王製品南部
販売と比べると小さかった。
　なお大阪花王製品北部販売でも，1974年にメルコムを導入している。
（2）摂津花王の設立と経営
　大阪地区では，1968年10月に山田商店（池田市本部町）から分離・独立して，資本金300
万円をもって摂津花王製品販売が設立され，同年11月から営業を開始した59）。同社は，表一
3に示されるように，セールスが5名，事務員1名の6名という少数の会社ながら，ファミ
リーストア店数は729店であって，直販比率は100％であった。
　この直販比率だけをみると，模範的販社ともいえるものであった。しかし，設立翌年の平均
月商は約845万であり，この地区ゐ上述の2社と比べると小規模であった。前述の平均月商別
区分でも，小規模販社といえる。
　1971年3月の『販社体制整備5ヶ年計画』では，この規模の小さい摂津花王は1972年3月
に大阪花王製品北部販売へ吸収させる予定とされていた60）。しかし，結局，摂津花王は1987
年4月に法人として清算し，その母体であった山田商店が花王製品の代行店として花王の流通
をあらためて担うこととなった。なお，この間の1984年には，メルコムを導入している。
（3）大阪花王販売から近畿花王販売へ
　1984年4月t大阪花王製品南部販売が大阪花王販売に社名を変更し，同年6月に大阪花王
製品北部販売が大阪花王販売に合併した61）。前身両会社の大阪南部販売社長の曽我健一と大阪
北部販売社長の目方作次郎は，いずれも花王石鹸大阪営業所の関係者であったが，2社統合後
は，新たに櫻井作一大阪支社長（花王石鹸取締役）が社長に就いた。このように，広域販社へ
の統合過程で，花王から経営者が派遣されて，その舵取りを大きく担ってゆくことになったの
である。この点は，注意しておきたい。
　なお，大阪花王販売は，前身2会社の統合直前時の資本合計の資本金7，470万円で，江坂（本
店兼），交野，八尾，泉北（1984年7月開設），岸和田の5支店体制で営業を再スタートさせた。
従業員数は355名で，大阪府下全域の直販店約6，900店を対象とした62）。
　大阪花王販売が誕生した1984年6月には，花王石鹸・泉北流通センターが竣工し，同年7
月に同センター内に開設された大阪花王販売・泉北支店の営業開始と同時に，稼働を開始した。
同センターは，収容能力約9万梱で，梱物の保管・出荷について花王のなかでは全国初の全自
動ピッキング・システムを採用したことが特徴であった。また，小物の保管・出荷については，
全国で11番目となる自動回転ラックを採用した63）。
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　そして3年後の1987年5月に大阪花王販売は，図一2に示されるように，上述した京都花王，
北近畿花王のほか，後述する6社の計9社の合併により，近畿花王販売株式会社へと統合され
た。
（4）近畿花王商事
　なお，図一2に示されるように，近畿花王販売と酷似した名称の近畿花王商事が1983年に
設立されている。まず，蛭子商店（大阪市東区北久宝寺町）の蛭子幸二郎社長と花王石鹸の丸
田社長との間で，大阪地域での百貨店納入専門販社の設立の合意がなされたことにもとつい
て，1981年8月にヒルコ花王販売が設立された64）。
　同社の社長には蛭子商店出身の福井良夫が就いたが，花王石鹸から派遣された戸谷宗久が専
務として会社の運営に当たった。設立時の資本金200万円も，花王側が60％，蛭子側40％であっ
た。設立2年半後の1983年10月には，社名を近畿花王商事に変更した。その時点での資本金は，
1，640万円となっている。
4．神戸周辺地域の販社
　神戸を中心とする兵庫県では，図一2に示されるように，松花商事を商号変更した神戸花王，
本多花王と城南花王の協業化による姫路花王のほか，阪神花王，但丹花王などが設けられた。
これらの設立過程と経営の概要をみることにしたい。
（1）神戸花王製品販売の設立と経営
　神戸花王の前身の松花商事は，1966年3月に松井商店の花王部門を分離・独立させて，花
王石鹸の3割の共同出資によって資本金300万円で設立された。別稿65）で検討したように，分
離・独立の前から母体の松井商店の経営についての花王石鹸側の調査が行われ，松花商事設立
後も花王の関係者が役員として名を連ねたほか，花王の従業員が派遣されて日常の経営にも指
導的に関与した。その甲斐あって，初期の段階では，ダイエーとの取引停止にもかかわらず，
模範的な成果を上げたのである。
　設立翌年の1967年の10月には，神戸市の有力代理店である伊藤安商店（神戸市兵庫区西橘通）
とカドヤ本店（神戸市兵庫区下沢通）が資本参加し，社名を神戸花王製品販売株式会社と変更
し，社屋も兵庫区新田町から同区切戸町へ移転させ，資本金も1，000万円となった。翌1968年
8月には，神戸市の友藤幸治郎商店（神戸市葺合区二宮町）のほか，東部の尼崎市から西部の
明石市までの卸店35店が協業化し，そのうち29店が資本参加して増資し，1，500万円の資本金
となった。さらに，1977年6月には2，100万円に増資している66）。
　神戸花王では，松井社長や専務と従業員との情報交換や，綿密な計画を練ることが重視され，
業務の改善が進展した67）。販売活動では，ファミリー店担当3グループと代行店その他担当1
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グループの4グループに分けられ，それぞれに配送車（傭車）が1台ずつ配属させている。さ
らに，地区の中を曜日別に分けて，週に2回は必ず取引先全店に配送できるようにした。また，
セールス活動は週に1回は必ず回訪し，かつ週に1回は電話受注を行うようにした。セールス
からの電話受注は本社で伝票にタイプされ，セールスが帰社すると，入金処理と伝票発行が行
われ，それが終わった時点で，グループごとの翌日の販売伝票が一括集計されて「倉出集計表」
が作成されるようにした。このため，倉庫係は少なくてすみ，配送係も傭車のため不要で，す
べて販売係が責任をもつこととされた。こうした受注と配送の連動した効率化によって，従来
の倍くらいに売上高が増えたが，配送車は従来通りで十分であったという。
　事実，表一8に示されるように，1968年10月から1969年1月の平均月商では，全国第4位
にランクされている。表一3によって，1969年下期の平均月商をみると，約6，942万円で全国
の237％もの売上高となっており，京都花王を少し上回る実績となっている。前述の区分では，
大規模販社ということになる。多数の卸店の協業化を反映して，ファミリーストア店数も1，120
店あり，直販比率も67％と高めであったことがわかる。
　なお，1973年4月には，神戸花王でもコンピュータを導入している。1982年10月には，西
宮市の鳴尾浜商工業団地に花王石鹸と神戸花王製品販売の西宮流通センターが完成し，5万梱
の収容能力をもつ物流拠点となった。同年11月には，同センター内に西宮営業所を開設して，
西宮市，神戸市東部，淡路島方面への拠点として営業を開始した68）。さらに，1984年10月には，
淡路島の洲本市内に淡路島出張所を開設している69）。
（2）姫路花王製品販売の設立と経営
　姫路花王は，前身2社の合併によって1968年6月に設立された。前身のひとつは，1967年
3月に本多商事（姫路市坂元町）の本多茂が資本金100万円で設立した本多花王であり，いま
ひとつは津田物産（姫路市土山）の津田二夫が同じく資本金100万円で設立した城南花王であ
る70）。
　本多花王と城南花王はt同じ姫路市坂元にあって，激しい競争関係にあった。そこで，姫路
地域の将来の市場や経営の効率化を考慮して，両社と15の卸店が協力して，両花王販社を合
併し，姫路市西延末に資本金1，000万円の姫路花王製品販売を設立した。その際母体2社の
ライバル関係を考慮し，花王石鹸の主導によって，それぞれの販社の母体代理店の経営者では
なく，両者それぞれから派遣される実務者を代表者とすることとし，桑野典夫（本多商事，本
多花王）が代表取締役社長に，中原四郎（ミヨシ油脂から城南花王，津田家に養子嗣入籍した
津田二夫の末弟）が代表取締役専務にそれぞれ就いた。また，合併に際して，神戸花王製品販
売の帳合先である加古川市の原商店，みどりやおよび松野商店を譲り受けた。’
　設立直後のことになるが，表一8では，姫路花王の売上は全国の販社の17位にランクされ
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ている。その2年後の数値になるが，表一3に示されるように，姫路花王のファミリー店数が
886店と神戸花王に次ぐ数であり，直販比率は85％と京阪神地区の販社のなかで最も高かった。
これは，前述の帳合先譲渡のようなエリア調整が少なからず寄与したためと思われる。1969年下
期の平均月額販売高は，同表に示されるように，約2，833万円で，対全国比は097％であり，京阪
神地区では京都花王に次ぐ第5位の位置にあった。前述の区分では中規模販社ということになる。
　なお1972年6月には，倉庫の保管能力が限界となることが予測されたため，姫路市東夢台
に近代倉庫を設けて移転した。さらに1984年12月には，物流部門を分離して，姫花運送有限
会社を設立した。この間の1974年7月には，コンピュータを導入している。
（3）但丹花王製品販売の設立と経営
　1968年8月，但馬地方の代理店である久屋（豊岡市豊田），但馬屋紙店（兵庫県養父郡八鹿
町八鹿）ほか，5つの卸店が協業し，資本金150万円の但丹花王製品販売を設立した。本店は，
豊岡市に置かれた。設立当初の株主のなかには，久屋と但馬紙店の関係者の他に，松田商店（豊
岡市永楽）の松田定吉の名前もあるので，松田商店も設立発起の一員と考えられる71）。
　表一3に示されるように，但丹花王は，セールス4人，事務3人の計7人の小規模会社で，
前述の北近畿花王や後述する阪神花王と同じ規模であったことがわかる。ファミリーストア店
数は265店であり，北近畿花王を少し上回っている。直販比率は70％と高く，北近畿花王より
も少し高い。これは，地元代理店の協業化による集約効果によると思われる。平均月商は，北
近畿花王よりも少なく，約438万円であり，対全国比は0。15％程度であった。前述の区分でも，
小規模販社となる。
　資本金は，1973年9月に倍額増資して300万円とし，翌1974年9月にはさらに倍額増資し
て600万円となった。この直前の1974年7月には，豊岡市上陰に新社屋を完成させたが，5年
後の1979年10月には豊岡市木内にふたたび新社屋を完成し移転した。この新社屋では，旧社
屋で問題であった大型車の進入の不便さも解消し，また入出荷の入り口も別になって作業が円
滑になり，倉庫面積も2倍となった72）。なお，この間の1977年4月には，コンピュータを導
入している。
（4）阪神花王製品販売
　兵庫県では，上記の他に，中島商店（尼崎市神田北通リ）が中心となって，1968年11月に，
資本金200万円をもって阪神花王製品販売が設立され，本社は尼崎市西長洲本通に置かれた73）。
　同社は，表一3に示されるように，従業員7名の小規模販社であり，ファミリーストア店数
も146店と京阪神地域では，後述する紀北花王に次ぐ少なさであり，直販比率は55％であった。
月額売上高は約124万円で，その対全国比は0．42％であり，摂津花王た但丹花王より少し多かっ
た。
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結局，1981年8月には同社を清算し，発足の母体となった中島商店が花王製品の代行店と
して，花王の販路の一翼をあらためて担うこととなった。
5．滋賀・奈良・和歌山・三重各県の販社設立と広域販社化
　京阪神地域に続いて，京阪神地区以外の近畿地方，すなわち滋賀県，奈良県，和歌山県およ
び三重県の各県の花王販社の設立過程と経営の概況についてみておくことにしたい。
（1）滋賀花王製品販売
　滋賀花王製品販売は，1968年4月に，加納商店（彦根市四番町から彦根市本町へ）．の加納
久吉はじめ滋賀県の卸店関係者7名の発起により74），資本金400万円をもって彦根市本町75）に
設立された。株主には，発起人の関係する加納商店や鈴木商店のほかに，西川商事（大津市中
央）や，丸仁（滋賀県野洲郡野洲町）の二志出光夫，羽淵商店（長浜市伊部町）の羽淵茂登彦
ら，花王石鹸の従来からの代理店関係者の名前もあるので，花王石鹸の関係卸店がひろく結集
して設立されたとみてよいであろう。1970年4月には，彦根市小泉町へ，さらに1976年1月
には同市地蔵町へ移転している。
　表一3によって，滋賀花王の経営をみると，経営者1名を除くと従業員数は7名であり，前
述の阪神花王や但丹花王と同一の人的規模であった。しかし，ファミリーストア店数は571店
もあって，阪神花王や但丹花王を大きく上回っており，直販比率も80％ときわめて高かった。
これは，滋賀県の花王関係卸店がひろく協業して設立されたことによる効果と推定される。し
かし，平均月商をみると約1，058万円であり，阪神花王よりも低いが，但丹花王のそれの約2．4
倍となっている。月商区分では，小規模販社ということになる。
　なお，同社は，滋賀県の唯一の花王販社であったため，県内での独自性をしばらく維持した
が，1987年5月には，京阪神・近畿地区の9社の大同団結の一翼を担うかたちで，近畿花王
販売へと統合される。
（2）奈良花王製品販売
　奈良花王製品販売は，1968年3月に，奈良県の問屋17社が得意先を100％供出して設立され
た76）。奈良県は北和と南和に大きく分けられるが，南和の有力店の油半商事分店・田中新一商
店（大和高田市市町）の田中新一が会長，稲村商店（奈良市花芝町）の稲村穣一が社長にそれ
ぞれ就いて，監査役には，北和の有力店の中谷玉水堂（奈良市東林寺町）の中谷安治，生駒商
店（奈良市瓦堂町）の生駒幸二郎，福島商店（奈良市橿原市八木町）の福島市之助らが就いた。
資本金は，1，000万円であった。
　表一3にみられるように，ファミリーストア店数は，1，664店あるが，これを13人のセール
ス人員で担当し，配送も兼務していたという。平均月商は，約2，432万円であるから，セール
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ス1人当たりの月商は約187万円ということになるが，セールスと配送兼務ということから
セールス人員を半分とみると，1人当たり374万円ということになる。月商区分では，中規模
販社ということになる。また，参加卸店が供出したファミリーストア店への販社直売が大多数
であることから，直販比率は90％ときわめて高い。
　販売活動の面では，代金回収は即金を原則とし，再販制度の範囲を超えた値引き要求には一
切応じなかった。こうした強硬策にもかかわらず，表一9に示されるように，問屋時代と比べ
て，月商3，000円から5，000円の少額小売店の店数が減って，月商規模の大きな小売店が増えて
いったという。
表一9　奈良販社および問屋時代の月商規模別取引小売店数
小売店月商規模 3千円～T千円
5千円～
P万円
1万円～
Q万円
2万円～
T万円
5万円～
P0万円
10万円～
Q0万円
20万円
ﾈ上
?
奈良販社（取引小売店数） 265 370 343272 56，　　23 11 1β40
問屋時代（取引小売店数） 476 481 254 123 47 13 6 1400
（注）　問屋時代の数は奈良花王設立に参加した卸店の取引先小売店の総数と推定される。
（出典）花王石鹸株式会社「花王販社だより　ひろば』No，4　（1969年6月）12頁。
　その後，1970年には，花王石鹸本社の指導により，一部の零細店（約20％）を代行店経由
への販売へ戻し，2年後の1972年10月には奈良市北永井町の新社屋へ移転した。1978年12月
には，資本金を2，200万円に増資，1984年11月には，あらためて天理市二階堂上之庄町の新
社屋へ移転した77）。なお，この間の1974年12月にはコンピュータを導入してOS化している。
　なお，奈良花王も，滋賀花王と同様に県下唯一の花王販社であったため，県内での独自性を
しばらく維持し，1987年5月に近畿花王販売へと統合される。
（3）和歌山花王製品販売と紀北花王製品販売
　和歌山県では，1968年4月に，卸店14社が集って，資本金1，000万円をもって，和歌山市中
之島に和歌山花王製品販売を設立した78）。主な株主を記した史料から，土井孝禧商店（和歌山
市本町1丁目駿河町東入口：1977年に（株）エイコーに社名変更），北野商店（和歌山市畑屋
敷丹福院西ノ町），松谷商店（海南市日方町），中村貴商店（和歌山市南大工町），雑村商店（和
歌山市新通リ電停南側）などが，14社のなかでも中心となった卸店と思われる。和歌山県では，
和歌山市と海南市に有力店が集中していて紀南地区にはそのB級店（特約店，2次卸店）と
なっている店が多いとされていたから，14のうちいくつかはそうしたB級店であったと推定
される。その後，1971年には100万円を増資し1，100万円の資本金としている。
　一方，1969年4月には，地区卸店2店すなわち亀井商店（橋本市橋本）と橋本商店（和歌
山県那賀郡粉河町）が共同でtt資本金300万円をもって紀北花王製品販売を橋本市に設立した。
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　両社のそれぞれの規模と実績をみると，表一3に示されるように，和歌山花王の従業員数は
20名，ファミリーストア店数が812であった。直販比率は54％であり，これまでみてきた京阪
神・近畿地区のいずれの販社よりも低い値となっている。これは，参加卸店の取引先小売店を
十分に確保できなかったためか，あるいは地理的な事情や物流上の事情から従来型の販路を利
用したためであろう。しかしながら，月商は2，608万円を超える中規模販社であり，表一8で
17位にランクされた姫路花王に迫る値であった。一方，紀北花王は，人員わずか4名，ファ
ミリーストア店数107店，月商約713万円の小規模販社で，直販比率も24％ときわめて低い値
であった。
　前述の『販社体制整備3ヶ年計画』とr販社体制整備5ヶ年計画』のいずれにおいても，紀
北花王が小規模のため1972年9月を目処に和歌山花王へ接収という計画がたてられていた79）。
計画より2年遅れたが，1973年には花王石鹸大阪営業所の服部荘三近畿地区課長が和歌山花
王に出向して専務に就任し，翌1974年に和歌山花王が紀北花王を統合し，紀北花王は解散した。
その際，200万円を増資して1．300万円の資本となり，同時に紀南地区の花王石鹸旧代理店や
その他の卸店10店と商流・物流を開始した。なお，紀北花王の設立母体であった亀井商店と
橋本商店は，代行店として花王石鹸と取引を継続することとなった。さらに，1980年には，
紀南地区の卸店10店と花王石鹸の資本参加も得て，資本金を1，500万円としている。なお，
1975年にはコンピュータを導入し，翌1976年からOS化を実現している。
　この和歌山花王もその後県下唯一の花王販社としての独立を保ち，1987年5月に，図一2
にみられるように，上述の京都花王，北近畿花王，大阪花王販売，神戸花王，但丹花王，姫路
花王，滋賀花王，奈良花王とともに近畿花王販売に統合される。
（4）三重県の花王販社
　冒頭にも記したが，三重県は広域販社としては，図一3に示されるように，北陸・東海の販
社による中部花王への系譜をたどることになる。しかし，花王石鹸販売部の統計上の位置づけ
としては近畿地域とされているので，ここで三重県内に設立された販社の概要をみておくこと
にしよう。
①北勢花王
　まず1967年2月に，花王石鹸の有力代理店であった今村商店（四日市市仲町）の今村周一
の呼びかけで，水谷商店，福井商店，江川屋商店の社長がそれぞれの得意先をすべて提供する
かたちで，資本金300万円をもって四日市市内に北勢花王製品販売が設立された80）。社屋は，
同社社長に就いた今村周一が建てたという。
　翌1968年3月には，金井屋商店（桑名市浅川通）が株主として参加し，得意先の一部を提
供した。同年6月には，卸店3社81）が新たに資本参加し，資本金600万円とした。ただし，こ
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図一3　中部花王販売（株）の系譜図（静岡・愛知・岐阜・三重・石川・福井）
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れら3社からは得意先の提供はなされなかった。
　表一3をみると，北勢花王の人的規模は7名と小規模であることがわかる。ファミリースト
ア店数は558店で，月商が約1ρ99万円であり小規模販社ということになる。先にみた摂津花
王と比べると，ファミリーストア店数が少ないにもかかわらず，売上高が大きい。しかも，設
立時に参加した卸店が得意先をすべて提供したにもかかわらず，1970年の直販比率が65％と
なっている。これは，1968年に資本参加した卸店が得意先をごく一部しか提供しなかったこ
とによる希釈化と考えられよう。
　その後，1971年4月には中古社屋を購入して移転し，さらに1980年4月には新社屋を建設
して移転している。この間の1977年3月には，コンピュータを導入している。
②中部三重花王・南勢花王から花王製品南三重販売へ
　1968年5月，津市の冨田屋（津市栄町）が中心となって，津，鈴鹿，四日市の特約店（B
級店，2次卸店）に呼びかけて，中部三重花王販売を設立した。所在地は，冨田屋と同じ場所
であり，500万円の資本金の全部を冨田屋と冨田家の関係者で出資した82）。
　一方，同年9月には，合同商事（伊勢市河崎町）などが中心となって，資本金400万円で南
勢花王販売を設立した。中部花王販売と南勢花王が1970年に合併して，花王製品南三重販売
となったのである。
　南三重販売の規模をみると，表一3に示されるように，人的規模は17名，ファミリースト
ア店数は552店である，北勢花王よりも，少しファミリーストア店数は少ないが，直販比率は
80％と高く，月商も倍近くの約1，923万円であった。いま少しで中規模販社の範曙に仲間入り
する販売実績である。なお，合併時の資本金は，1，200万円であったが，1983年には花王石鹸
の資本参加を得て，資本金2，576万2，000円としている。
③三重第一花王
　1968年8月には，伊賀上野の花王石鹸の代理店であった内金（伊賀上野市紺屋町）が中心
となって，桑名，鈴鹿，津，松阪のB級店（特約店，2次卸店）に呼びかけて，三重第一花王
販売を設立した99＞。1970年時点の同社の人的規模は，表一3に示されるように9名と小規模
ながら，ファミリーストア店は1，100店と多く，直販比率も75％という高さであった。それに
もかかわらず，1969年時点の平均月商をみると，他の三重県の販社よりも低い実績であった。
これは，エリアの対象人口が少ないことと関係していると思われる。
　前述のように，中部三重花王の設立の際も，鈴鹿や津の卸店が参加しており，この三重第一
花王の設立に参加した卸店と重複するエリアがあった。このため，南三重と南勢の合併によっ
て中部三重花王が発足した翌年の1971年には，三重県内のエリア調整が行われ，三重第一花
王では，発足時に設けていた津連絡所を廃止して，鈴鹿営業所を設置した。
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　1973年9月には，上野商業卸団地内の新社屋が完成して移転し，1981年11月には同団地内
にふたたび新社屋を竣工させた。翌1982年2月には，コンピュータを導入している。
　なお，これら三重県の3つの販社については，前述の『販社体制整備3ヶ年計画』と『販社
体制整備5ヶ年計画』のいずれにおいてもen），北勢花王と三重第一花王を1973年9月頃に合
併し，南三重との2販社並立で進めることとされていた。しかし，3社は1973年9月以降も
独立したままであり，1986年4月になって中部地区の4つの販社85）とともに，東海花王販売
へと統合されることとなる。
おわりに
　最期に本稿で明らかにされたことを整理し，今後の課題についてふれておくことにしたい。
　まず第1に，この三重県を含む京阪神・近畿地域は，人員数花王製品取扱小売店数（ファ
ミリーストア店数）および売上高などで，全国のほぼ4分の1から5分の1を占めている地域
であった。とくに，直販比率は，京阪神の平均で74％以上，それ以外の近畿地区でも70％以
上ときわめて高い地域であった。ただし，大都市圏の京阪神地域の販社とそれ以外の近畿各県
の販社とでは，売上高規模や花王製品の浸透度に大きな差異があり，双方の対象とする市場の
違いを明示していた。
　第2に，販社の設立に際しては，京都花王設立の際にみられたように，利幅の小さい販売額
の小売店以外が販社の流通経路に吸収される方針が示されたこともあって，大きな反対運動が
起こった。しかし，花王側の説得や販社側の業務上の理由による譲歩によって，次第に矛は納
められることとなった。ただし，このことは，その後も反対運動の主体のひとつであった薬品
関係の卸店や代行店との協力関係に配慮を促すこととなったとみられ，そうした経営行動も散
見された。
　第3に，この地域の特徴とみられた直販比率の高さは，販社の設立や統合の過程の事情と深
く関わっていた。京都花王，大阪北部花王，大阪南部花王，姫路花王，滋賀花王，奈良花王，
南三重花王，三重第一花王などは，直販比率が74％以上と高かった。なかでも，当初から1
県1販社へと結集した滋賀花王や奈良花王のそれは，きわめて高かった。それは設立に参加し
た多くの代理店が，その取引先小売店をほぼ全部供出したことによる。ただし，北勢花王のよ
うに，当初の参加卸店がほぼ全部の取引先小売店を供出したにもかかわらず，その後の地域卸
店の資本参加の過程で，小売店の供出がなく直販比率が低下したとみられるものもあった。
　第4に，各販社の経営を資本金規模でみると，創業資本金は100万円台から300万円台のも
のと750万円から1，500万円までのものに大きく2分されている。前者の資本金規模の販社も，
合併の過程で，1，000万円以上の資本金規模になるものが多かった。
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　第5に，この地域の花王販社は，1966年から68年にかけて設立されたが，1970年までに各
府県の販社が1～4社へと集約された。この時期，コンピュータの導入や物流の合理化が並行
的に進展したが，大阪北部花王や姫路花王のように，錯綜した商流・物流の合理化のための市
場（エリア）調整が，明確に統合の目的とされた場合もあった。姫路花王のように，合併する
各社が競合関係にある場合，花王石鹸が調整面で主導権を発揮する場合もあった。
　第6に，統合が広域化する過程で，花王による経営者派遣や出資などによって，主導権が次
第に花王へ移行する形跡もみられた。その後，集約化といくつかの販社の清算があって，各府
県1～3社となり，1987年には，三重県を除いて，大阪府2社，京都府2社，兵庫県3社，
滋賀県1社，和歌山県1社の計9社による広域販社の近畿花王販売へと統合されることになっ
た。
　今後は，以上のような京阪神・近畿地区の販社の設立と経営過程および販社統合の過程にみ
られた諸特徴が，’他の地域の販社でも共通にみられることなのか否かについて検討を進めるこ
とにしたい。
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75）ただし前掲『花王販社だより　ひろば」No．5所収「全国花王販社一覧」では，彦根市四番町67となって
　　いる。いずれにせよ，加納商店と近接していることがわかる。
76）ここでの奈良花王に関する叙述は，「花王販社ヒストリー　奈良花王』（1985年6月11日作成）、前掲『販
　　社体制整備5ヶ年計画』103頁，花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．4（1969年6月）10～
　　14頁，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』および前掲『昭
　　和47年4月1日現在代理店名簿』による。なお、設立に参加した問屋数は「花王販社ヒストリー　奈良花王』
　　では17社となっているが，『花王販社だより　ひろば』No，4，11頁では18社とされている。なお，1981
　　年4月には，南和の有力店の油半商事と北和の有力店の中谷玉水堂が合併してシンフウ物産を設立し，花
　　王製品を扱っていた中谷玉水堂はシンフウ物産となってからは花王製品の取引がなくなった。
77）天理市の新社屋の概要については，花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．97（1985年10月）
　　27～28頁。
78）ここでの和歌山花王と紀北花王に関する叙述は，特に断りのない限り，r花王販社ヒストリー　和歌山花王
　　製品販売（株）』（1985年6月7日作成），前掲『販社体制整備5ヶ年計画』103頁，前掲『東部・西部代理
　　店（A級）名簿」および前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』による。
79）前掲『販社体制整備3ヶ年計画122頁および前掲r販社体制整備5ヶ年計画j49頁。
80）ここでの北勢花王に関する叙述は，特に断りのない限り，r花王販社ヒストリー　北勢花王』（作成年不明），
　　前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』による。なお，水谷商店，福井商店，江川屋商店は，同名簿には
　　記載されていない。
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81）前掲「花王販社ヒストリー　北勢花王』では，北勢○，丸三商事，阪田屋商店となっているが，北勢○の
　　○の部分が判読しにくく，現段階では特定できていない。
82）ここでの中部三重花王，南勢花王および花王製品南三重販売に関する叙述は，『花王販社ヒストリー　南三
　　重販売（株）』（1985年6月5日），前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』および前掲『昭和44年9月1
　　日現在代理店名簿』による。
83）ここでの三重第一花王販売に関する叙述は，「花王販社ヒストリー　三重第一花王販売（株）』（1985年6月
　　5日作成），前掲「東部・西部代理店（A級）名簿』による。
84）前掲「販社体制整備3ヶ年計画121頁および前掲r販社体制整備5ヶ年計画』48頁。
85）名古屋花王製品販売（1968年9月設立）と中京花王製品販売（1968年5月設立）が1971年11月に合併し
　　た花王製品東海販売，三河花王製品販売（1968年8月設立），豊橋花王製品販売（1968年10月設立）およ
　　び岐阜花王製品販売（1968年4月設立）の4社である。
【付記】
　本稿執筆に際して，花王株式会社社史編纂室の方々に多大なるご理解とご協力を賜わった。記して，関係
者に感謝の意を表したい。
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　　　　　The　Formation　and　Merger　of　Kao　Sales　Co．
　　　　in　Kyoto，　Osaka，　Hyogo　and　other　Prefectures
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　in　the　Kinki　Area
This　paper　is　one　in　a　series　of　articles　on　business　historical　analysis　of　Kao　Sales
Companies（exclusive　wholesale　companies）and　reviews　the　process　of　establishment　and
merger　of　the　Kao　sales　companies　in　Kyoto，　Osaka，　Hyogo　and　four　other　prefectures　in　the
Kinki　area　from　1967　to　the　1980s．　It　examines　the　management　outcomes　and
achievements．　The　points　of　this　case　study　are　follows．
First，　the　sales　companies　in　the　Kinki　region　and　Mie　Prefecture　comprised　about　one－fourth
to　one－fifth　of　the　nationwide　total　in　terms　of　thelr　number　of　employees，　number　of　retail
stores（called　family　stores）in　their　network，　and　the　average　monthly　sales　amount．　The
direct　sales　ratio，　or　the　percentage　of　total　sales　going　directly　to　family　stores，　averaged
more　than　74　per　cent　in　the　Keihanshin　area（urban　and　suburban　regions　of　Kyoto，　Osaka，
and　Hyogo　prefectures），　and　above　70　per　cent　for　sales　companies　in　other　Kinki　areas．
These　ratios　were　very　high　in　comparison　to　percentages　in　the　rest　of　the　nation．
However，　there　was　a　big　gap　in　the　monthly　sales　and　consumer　usage　rates　of　Kao
products　between　the　urban　Keihanshin　area　and　the　rest　of　the　Kinki　region．　This　implies
that　the　market　conditions　were　very　different　in　the　urban　and　rural　areas．
Secondly，　Kao　had　established　as　its　policy　to　absorb　all　but　the　smallest　of　the　retailers　into
the　new　distribution　network．　This　policy　of　establishing　sales　companies　met　with　great
resistance　from　the　wholesalers，　as　in　the　case　of　the　Kyoto　sales　company．　Eventually，　the
wholesalers　acquiesced　to　the　persuasion　of　Kao　Sales　headquarters　and　concessions　made
by　the　Kyoto　Sales　Company．　This　history，　however，　made　the　Kyoto　Sales　Company　pay
close　attention　to　its　working　relationship　with　wholesalers　and　agents　of　over－the－counter
medicines　who　were　at　the　core　of　the　resistarlce　movement．
Thirdly，　the　high　level　of　the　direct　sales　ratio　for　the　sales　companies　in　this　region　was
closely　related　to　the　circumstances　surrounding　the　formation　of　each　sales　company．
Because　the　wholesalers　that　were　involved　in　the　formation　of　each　sales　company
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transferred　virtually　all　of　their　retail　accounts　to　the　new　sales　company，　the　sales
companies　were　able　to　maintain　a　high　direct　sales　ratio．
Fourth，　the　sales　companies　can　be　divided　into　two　groups　according　to　their　level　of　initial
capitalization．　One　group　of　sales　companies　was　capitalized　between　one　million　and　three
million　yen。　The　other　group　of　much　larger　companies　was　capitalized　between　seven　and
half　mi1lion　and　fifteen　millions　yen．　With　further　integration，　most　of　the　sales　companies　in
the　first　group　eventually　exceeded　ten　million　yen　in　capitalization．
Fifth，　sales　companies　in　this　region　were　established　between　1966　and　1968．　However，　by
1970，they　were　integrated　so　that　only　one　to　four　sales　companies　remained　in　each
prefecture．　In　some　cases，　such　as　North　Osaka　and　Himeji，　such　integration　was
implemented　in　order　to　rationalize　and　modernize　a　convoluted　market　and　distribution
system．　When　partners　of　such　merger　were　highly　competitive　with　each　other，　Kao　Sales
headquarters　stepped　in　and　mediated　between　the　parties．
Sixth，　as　mergers　of　sales　companies　proceeded　so　that　companies　covered　increasingly
larger　territories，　Kao　headquarters　increasingly　took　the　initiative　of　implementing　the
integration　by　providing　senior　management　personnel　and　capital．　Eventually，　the　number
of　sales　companies　was　reduced　through　merger　to　one　to　three　per　prefecture．　Finally　in
1987，the　remaining　nine　sales　companies－two　in　Osaka，　two　in　Kyoto，　three　in　Hyogo，　and
one　each　in　Wakayama　and　Shiga－were　merged　to　form　the　Kinki　Kao　Sales　Company，　a
single　sales　and　distribution　company　responsible　for　the　entire　region．
